
平成２８年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No １ 府 省 庁 名    復興庁        

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
復興産業集積区域において被災雇用者等を雇用した場合の税額控除の特別措置の延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

平成28年３月31日までの間に、多数の被災者が離職を余儀なくされ、又は生産活動の基盤に著しい被害を受け

た地域における雇用機会の確保に寄与する事業を行う者として指定を受けた個人事業者又は法人が、復興産業集積

区域において被災者を雇用した場合には、指定を受けた日から５年の間、被災雇用者等に対する給与等支給額に応

じて税額控除ができる。 

 

・特例措置の内容 

 本特例措置の適用期限（平成28年３月31日）を５年間延長し、平成33年３月31日までとする。 

また、福島復興再生特別措置法第74条の読替規定により、本特例措置の対象となる地域が拡大されている福島

県についても同様とする。 

 

 

関係条文 

○東日本大震災復興特別区域法第38条 

○福島復興再生特別措置法第74条 

○東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第10条の３、第17条の３及び第

25条の３ 

○地方税法第23条第１項第４号、第292条第１項第４号 

減収 

見込額 

［初年度］  －  （▲ 16）  ［平年度］   －  （▲ 16） 

［改正増減収額］   －                           （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

被災地においては、産業・なりわいの再生に不可欠な雇用機会は震災前と比べ未だ十分とは言えないこと

から、被災者の雇用を促進し、雇用機会を確保する必要がある。 

 

（２）施策の必要性 

平成27年1-3月期における東北地域の就業者数は、震災前の水準まで回復していない。他方で、全国の就

業者数は１％伸びている。 

また、岩手、宮城、福島の3県において、4名以上の製造業の事業所に就業する人数は、平成22年は369

千人であったものが、平成25年では340千人、H22比較で92％の水準であり、被災地域における従業者数は

震災前の水準まで回復していない。 

 

こうした中、事業者が被災者に支払う給与等支給額に応じて法人税等の負担を軽減することにより、雇用

の維持拡充を図り、被災者の生活基盤の回復を引き続き支援する必要がある。 

 

このため、被災地域の雇用の状況等を勘案するとともに、地方公共団体からの要望や復興推進会議におけ

る議長指示等を踏まえ、本特例措置について平成33年３月31日まで５年間の延長を要望する。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

■復興庁政策評価体系 

政策「復興施策の推進」 

施策「（１）復興支援に係る施策の推進」 

政策の 

達成目標 

 

被災地域における従業者数の増加 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

延長期間 

５年間（平成28年４月１日から平成33年３月31日まで） 

同上の期間中

の達成目標 

政策の達成目標に同じ 

 

政策目標の 

達成状況 

平成25年12月31日現在の従業者数は、被災５県で649,840人であり、平成22年水準（695,051
人）と比較し、約93％である。 

【工業統計調査】

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

    （法人） 
28年度 234件 
29年度 196件 
30年度 164件 
31年度 137件 
32年度 115件 

５年計 846件 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

本特例措置を延長することにより、引き続き雇用に係る事業者の負担が軽減され、雇用機会の確

保に資することができる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

他の復興特区税制に基づく措置（東日本大震災復興特別区域法第37条、第39条及び第40条） 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

－ 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

－ 

要望の措置の 

妥当性 

本特例措置は、復興推進のため地域に集積を目指す業種でありかつ被災者を雇用する場合に限定

されており、政策目的達成手段として妥当である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

・事業者等の指定件数 1,491件(うち法人1,379件)（平成27年３月末日現在） 

・指定事業者等による被災者の雇用実績 103,634 人（平成27年３月末日現在）  

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

本特例措置を通じて、被災者の雇用を促進し、被災地域における雇用機会の確保に資するこ

とができる。 

前回要望時の 

達成目標 

 

－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

－ 

 

 

これまでの要望経緯 

 

平成23年度 創設 
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